
令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 病児・病後児保育事業 

予  算  額 168,919 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

近年，共働き世帯の増加や就労形態の多様化に伴い，病児・病後児保育事業（※）をはじ

めとした多様な保育サービスの充実・強化が求められている。 

本市では，京都市子ども・子育て支援事業計画（以下「事業計画」という。）に基づき，

子育て支援事業の充実に向けた様々な取組を進めており，病児・病後児保育事業については，

平成２７年度以降，計画的に実施施設の開設や既存施設の定員増を行ってきた。 

 

※ 病児・病後児保育 

子どもが病気又は病気回復期に自宅での保育や集団保育が困難な場合，医療機関にお

いて行われる一時的な保育 

（病児型，病後児型，病児・病後児併設型がある。） 

 

［事業概要］ 

子育てと就労を両立できる環境整備に向けて，以下のとおり充実する。 

１ 提供体制の充実 

今年度に策定予定の「京都市はぐくみプラン」（令和２年度からの５箇年計画）に基づ

き，順次，提供体制を充実することとしており，令和２年度は，新たに病児・病後児保育

施設を２施設（１施設につき定員３人）開設する。 

２ 空き情報提供システムの構築 

これまでは，利用希望者が施設へ空き状況を問い合わせざるを得ず，負担が大きかった

ことから，新たに，市内病児・病後児保育施設の空き状況を管理するシステムを構築し，

その情報をパソコンやスマートフォンで確認できるようなサイトで公開することで，利便

性の向上を図る。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

・ 実施施設数                                               

  平成３０年度： ７施設（定員３９人）      

  令和 元年度： ９施設（定員４５人）      

  令和 ２年度：１１施設（定員５４人）（予定）  

         ※令和２年度には，既存施設の定員増３人を含む。 

・ 政令市では，３市においてホームページ等で空き情報を提供している。 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                            子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 １歳児保育における保育士配置体制の充実 

予  算  額 135,057 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

１歳児は運動機能の向上や自我の芽生え等，発達が著しい時期であり，同じ１歳児クラス

の児童であっても，月齢によって保育士の関わり方が大きく異なるなど，他の歳児に比べて

保育士の負担が大きい。 

このため，本市においては，保育園（所），幼保連携型及び保育所型認定こども園におけ

る保育士配置基準を，条例により独自に国基準より引き上げるとともに，平成２８年度から

は，特に配慮が必要な１歳６箇月未満の児童について，本市条例基準を超えて４：１の保育

士配置により保育を行うことができるよう独自に助成（※１）を行ってきた。 

 

【職員配置基準（児童：保育士）】 

 国基準 本市条例基準 

０歳児 ３：１ ３：１ 

１歳児 ６：１    ５：１（※１） 

２歳児 ６：１ ６：１ 

３歳児 ２０：１ １５：１ 

４歳児 ３０：１ ２０：１ 

５歳児 ３０：１ ２５：１ 

※１ 平成２８年から１歳６箇月に満たない児童について，本市配置基準を超えて， 

４：１の保育士配置により，保育を実施できるよう助成 

 

［事業概要］ 

 令和元年１０月からの幼児保育・保育の無償化を機に，子どもの発達に見合った，より質

の高い保育を提供し，保育内容及び保育体制の更なる充実を図るため，以下のとおり充実す

る。 

＜１歳児保育における助成範囲の拡大＞ 

平成２８年度から開始した独自助成（※１）について，対象児童を１歳６箇月未満から 

１歳７箇月未満に拡充し，保育内容及び体制の更なる充実を図る。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

１歳児に独自に配置基準を設けている政令市は，京都市以外に５市ある。 

（３：１新潟市，４：１横浜市，５：１千葉市，堺市，北九州市） 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                     子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 医療的ケア児の受入支援の充実 

予  算  額 102,900 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

子ども若者未来部 育成推進課 （７４６－７６１０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 医療の進歩により，ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等に長期間入院した後，引き続き，人

工呼吸器や胃ろう等を使用し，たん吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な子ども（医療

的ケア児）が増加している。 

このため，医療的ケア児が適切な支援が受けられるよう，平成２８年６月に国において児

童福祉法が改正され，自治体に対して，必要な支援体制の整備を行う努力義務が課せられて

いる。 

本市では，医療的ケア児のうち，小学校就学児童を放課後等デイサービスで受け入れてき

たほか，平成３０年度からは，本市独自で予算を確保し，保育所等における小学校就学前児

童の受入れを積極的に進めてきた。 

 

［事業概要］ 

 引き続き，医療的ケア児を受け入れる民間保育所等に対して，医療的ケアの実施に必要と

なる看護師等の配置等に係る費用を補助するとともに，新たに，私立幼稚園及び学童クラブ

事業においても，児童の症状に合わせた医療的ケアが可能となるよう，看護師配置等に係る

費用を助成することにより，必要な支援体制を確保する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                     子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 私立幼稚園幼児教育・保育無償化事務支援補助 

予  算  額 23,700 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 令和元年１０月からの幼児教育・保育の無償化に伴い，子ども・子育て支援新制度（以下，

「新制度」という。）に移行していない幼稚園においては，保護者への毎月の証明書類等の

発行・提出や，全ての園児の利用実績の報告等，膨大な事務が新たに発生している。 

保育園，認定こども園，新制度に移行している幼稚園では，国が定める給付費の算定基礎

となる公定価格において事務職配置に係る経費が算定されているが，新制度に移行していな

い幼稚園は，事務職員の配置を前提とした仕組みとはなっていない。 

 

［事業概要］ 

幼児教育・保育の無償化に伴い，新制度に移行していない幼稚園において，新たに生じる

事務を行うための事務職員を配置した場合等に，以下のとおり補助を行う。 

１ 補助基準額 

園児１人当たり４，０００円／年 

２ 補助率 

１／２ 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

・ 新制度に移行していない幼稚園：京都市私立幼稚園協会加盟園９５箇園のうち， 

８８箇園（平成３１年４月１日時点） 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                           子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 保育士確保対策事業 

予  算  額 116,107 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

本市では，令和元年度予算において約４９億円の独自財源を投入し，全国トップレベルの

給与水準や国基準を大幅に上回る職員配置を実現するとともに，保育人材サポートセンター

の設置や保育園就職フェア等の取組を通じて，保育の担い手確保を総合的に推進してきた。 

しかし，全国的に保育需要が高まってきている中，本市においても，保育の担い手確保が

年々厳しくなっていることから，更なる取組の推進が求められている。 

 

［事業概要］ 

１ 保育士宿舎借り上げ支援事業の充実［令和６年度まで］ 

働きやすい環境整備のため，平成２９年度から開始した遠隔地出身である常勤保育士に

係る宿舎の借り上げ費用を支援する同事業について，以下のとおり充実する。 

（１）対象者 

親元から勤務先の保育園等まで片道１時間以上，もしくは，親元が京都府外である

平成２９年度から令和６年度（従来は令和元年度）までの新規採用保育士 

（２）補助期間 

保育園等への採用後５年以内（従来は３年以内） 

 

２ 京都市民間保育園・認定こども園見学ツアーの充実 

実際に保育園等を訪れ，保育内容を肌で感じ，体感することにより，市内の民間保育園

等への就職に繋げることを目的とする同事業について，従来は夏に実施していたが，就職

活動が早期化していることを踏まえ，２～３月頃の春先にも日帰り型の見学ツアーを実施

する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                           子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 保育所等における翻訳機等の導入 

予  算  額 17,000 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

保育現場において，外国籍等，外国にルーツをもつ子ども及びその保護者等とのコミュニ

ケーションについて，保育士等が日々対応しているが，近年，増加傾向にあることから，保

育士等に負担が生じている。 

＜外国籍の子どもを受け入れている保育園（所）等＞ 

  １５５施設／２８０施設（平成３０年度） 

  

［事業概要］ 

保育士等の負担を軽減するとともに，誰もが暮らしやすい地域社会づくりに向け，保育士

等が外国籍の子どもや保護者等とやりとりする際に使用する翻訳機等の購入費用の一部を補

助する。 

１ 対象施設 

民間保育園，幼保連携型及び保育所型認定こども園 

２ 補助基準額 

１５０千円／施設 

３ 補助率 

３／４ 

４ その他 

市営保育所は，翻訳機等の必要備品を購入 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                              子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 保育所等待機児童の解消 

予  算  額 1,024,348 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 幼保総合支援室（２５１－２３９０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市では，国の補助金を積極的に活用して，保育所を新設，施設の老朽化や耐震化対策

を含む保育所等の増改築等を行い，児童の受入枠拡大を図ることで，年度当初における国定

義での６年連続待機児童ゼロを達成し，全国トップ水準の取組を続けてきたところである。 

 今後も，市民の方に“保育を利用しやすい”と実感いただける取組を推進していく。 

 

［事業概要］ 

 平成２８年度から令和元年度の４年間で３，４８５人分の受入枠拡大を行っており，令和

３年度以降に向け，民間保育所等及び小規模保育整備助成で４００人分（うち，令和３年４

月開所３００人分，令和４年４月開所１００人分）の受入枠を拡大する。（詳細別紙） 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

・保育所等利用児童数の拡大（平成２０年度→令和元年度） 

 ５，６４５人の拡大（小規模保育等を含む保育利用児童数の拡大数） 

・令和２年４月に向けた受入枠の拡大見込み 

 ２４２人分の拡大見込み（民間保育所等整備１８２人，小規模保育事業６０人） 

 



別紙 

 

【民間保育所等整備助成】 

３７８人分（うち，令和３年４月開所２７８人分，令和４年４月開所１００人分） 

〇 新設 ２箇所分（うち実施箇所確定１箇所） 

施設名 所在地 定員 

博光福祉会新設園（仮称） 南区久世上久世町 １０５人 

 

〇 老朽改築及び定員増 ６箇所分（実施箇所確定なし）＊令和４年４月開所 

  

 

〇 増築 ３箇所分（実施箇所確定なし） 

 

〇 継続 １箇所 

施設名 所在地 定員 

二の丸保育園 伏見区向島二ノ丸町 １８５人（５人増） 

 

【小規模保育整備助成】 

２２人分（令和３年４月開所） 

〇 新設 ２箇所分（実施箇所確定なし） 

 

【保育所等防音壁設置事業】 

〇 防音壁設置 １箇所分（実施箇所確定なし） 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 スポーツ少年団指導者支援事業 

予  算  額 1,200 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 子ども若者未来部 育成推進課（７４８－００１６） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

京都市スポーツ少年団は，児童スポーツの振興及び青少年の健全育成を目的に，地域社会

に密着した団体として，約２３０団体，約５千４百人の団員が活動を展開している。 

 こうした中，（公財）日本スポーツ協会の指導者制度が改正され，常に最新の情報を得て，

自己研鑽を重ねることによって資質向上を図ることを目的に，令和２年度から，指導者資格

がこれまでの永年から４年更新に変更され，更新の都度，研修受講・資格登録が必要となる

ことが明らかとなった。 

 

［事業概要］ 

 現在，京都市スポーツ少年団には，８００人を超える登録指導者がいる。 

 今回の制度改正に伴い，指導者の資質向上が期待される一方，時間的・金銭的負担等を要

因とした指導者資格の登録見送りが懸念されることから，青少年の心身の健全な育成を確保

する観点から，必要な支援を行う。 

 

⑴ 支援内容 

 京都市スポーツ少年団に対して，指導者資格の登録・更新に必要となる研修受講料，初期

登録料及び資格登録料を助成する。 

 

⑵ 対象者 

 令和２年度以降に新たに指導者として活動するため資格登録を行う者 

 ※ 現資格保有者は令和５年度まで活動できる経過措置があるため 

 

⑶ 助成予定額 

・ 研修受講料： ５千円 

・ 初期登録料： ３千円 

・ 資格登録料：１０千円 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

＜京都市スポーツ少年団への登録状況（令和元年度）＞ 

 登録団体：２２９団 登録団員数：５，３２１人 登録指導者数：８２７人 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 子育て支援活動いきいきセンター（つどいの広場） 

予  算  額 218,908 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 子ども若者未来部 育成推進課（７４６－７６１０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 近年，家族規模の縮小や地域のつながりの希薄化などにより，特に在宅での子育てが中心

となる乳幼児期の親子が孤立しやすい状況となっている。  

 これらの状況を受け，本市では，子育て中の親の負担感の軽減などを目的に，乳幼児を養

育する親とその子が気軽に集い，子育ての悩みを話し合ったり，交流することができる場所

として，つどいの広場を市内３４箇所に設置している。 

 また，今年度に策定予定の令和２年度を始期とする「京都市はぐくみプラン」においては，

令和６年度までの間につどいの広場を少なくとも年間１箇所程度新規開設することで，乳幼

児期の子どもを持つ保護者の孤立を防ぎ，子育ての楽しさを感じられる環境を整備していく

こととしている。 

 

［事業概要］ 

今年度に策定予定の令和２年度を始期とする「京都市はぐくみプラン」に基づき，乳幼児

を持つ親とその子どもが気軽に集い，交流を図るとともに，育児相談などを行い，地域の子

育て家庭を支援する子育て支援活動いきいきセンター（つどいの広場）を新たに２箇所開設

する。（実施箇所 計３６箇所） 

 

令和２年度開設箇所 

・「京都市交流促進・まちづくりプラザ」内に設置 

（令和２年度に阪急洛西口駅～桂駅間の高架下において供用開始予定の公共施設） 

・残り１箇所は調整中 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業 

予  算  額 12,000 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 子ども若者未来部 子ども家庭支援課（７４６－７６２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

子ども食堂等をはじめとした子どもの居場所は，子どもたちが安心して過ごす居場所とし

てはもちろん，地域の大人や社会とつながることができる居場所としても非常に重要な役割

を担っている。 

本市では，こうした地域や民間団体等が自主的に行う取組が，市内で実施され，かつ，継

続的に運営できるよう，立上げに係る初期費用の補助や運営に係るアドバイザー相談，更に

は，企業等と連携した食材支援等の取組を順次実施してきた。 

こうした取組等の結果，ここ数年，子どもの居場所が増加傾向にあり，地域の大人が子ど

もを見守り・支える本市ならではの「支援の輪」が広がりつつある。 

一方，京都市社会福祉協議会が実施した調査や運営団体等の声から，担い手不足や子ども

や家庭の課題への対処に関する知識の不足，更には，効果的な広報が難しいといった新たな

困り事を抱えていることが明らかとなり，これまで以上にきめ細かくサポートしていく必要

がある。 

 

［事業概要］ 

 市内の子どもの居場所が，より安定的かつ地域の実情に応じた創意工夫を凝らした運営が

実施できるよう，新たに支援コーディネーターを配置し，以下事業を実施する（事業イメー

ジは別紙参照）。 

 

１ 子どもの居場所への直接訪問による相談支援【令和４年度末まで】 

子どもの居場所を直接訪問し，現場を見たうえで相談対応を行うことにより，継続的な

運営相談はもとより，各地域の実情に応じた運営ができるよう支援する。 

 

２ ウェブサイトや研修会を通じた運営ノウハウ等の底上げ【令和４年度末まで】 

  新たにウェブサイトを立ち上げ，各種補助制度や子どもの居場所の一覧を掲載すること

により，運営団体間での情報の共有化を図るとともに，子どもや家庭の課題への対処に関

する研修会や交流会を実施し，運営ノウハウの底上げを図っていく。 

更に，ウェブサイトは一般市民にも公開することにより，運営団体の広報活動をサポー

トし，もって継続的な運営が可能となるよう取り組む。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

市内の子ども食堂等の子どもの居場所づくりの取組箇所数 

平成２９年４月：約３０箇所 ⇒ 令和２年１月：約８０箇所 

 



 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 はたちを祝う記念式典及びはたちプロジェクト 

予  算  額 22,267 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 子ども若者未来部 育成推進課（７４８－００１６） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 本市では，成人に達した青年の門出を市民全体でお祝いするとともに，新成人に対して主

体的に行動する京都市民としての自覚と今後の積極的な社会参加を促すこと等を目的とし

て，全国に先駆けて，昭和２９年から成人式を開催してきた。 

 一方，改正民法施行に伴い，令和４年４月から，成年年齢が１８歳に引き下げられるが，

本市では，参加者が落ち着いて参加することができ，家族や旧友，地域社会との繋がりをし

っかりと確認できる２０歳での式典開催を継続することとし，令和２年１月開催の式典から

名称を「はたちを祝う記念式典」として開催している。 

 

［事業概要］ 

 青年の晴れの門出をお祝いする機運醸成やスムーズな式典運営等のため，以下のとおり充

実する。 

 

⑴ 市民全体でお祝いする機運の醸成 

 市内の主要駅構内に広告を掲載する等，まち全体で青年の晴れの門出を祝い励ます機運を

醸成する取組を実施 

 

⑵ 来場者管理システムの導入 

 ７千人以上が来場し，入口が混雑していることから，ＱＲコードによる来場者管理システ

ムを導入 

 

⑶ その他 

 未来の京都を自分ごととして受け止めることができるよう，京都にゆかりのある方が，今

後の積極的な社会参加等を促す取組を実施（例：式典当日に著名な方からの新成人に向けて

のお祝いメッセージ） 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 上記充実のほか，式典では，「1/2 成人式」，「思い出成人式」，「母校・恩師からのメ

ッセージ」など，新成人を社会全体で祝う気運づくりの取組を実施している。 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                                   保健福祉局 

子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 ひきこもりの相談窓口一元化等による支援の充実※再掲 

予  算  額 97,300 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 生活福祉部 生活福祉課（２５１－１１７５） 
子ども若者未来部 育成推進課（７４６－７６１０） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

本市では，３９歳以下を対象として中央青少年活動センター内に設置されている「子ども・

若者支援室」と４０歳以上を対象とした「こころの健康増進センター」の２箇所を「ひきこ

もり地域支援センター」として位置づけ，ひきこもり支援に取り組んできた。 

 しかしながら，年齢によって相談窓口が分かれているため，継続的な支援が難しい等の課

題がある。それに加えて高齢の親とひきこもりの子どもが同居する８０５０問題など，地域

住民が抱える課題はますます多様化・複合化してきており，ひきこもりは社会的に取り組む

べき大きな課題となっている。 

 

［事業概要］ 

これまでの本市のひきこもり支援の仕組みを抜本的に見直し，様々な困難を抱える方や家

庭を地域と一緒になって見守り支えていく。まず，当事者とその家族に寄り添った息の長い

総合的な支援を展開していくため，以下の取組を実施する。（別紙） 

  

⑴ ひきこもり相談窓口の明確化 

 年齢や施策ごとに分かれている相談窓口を一つにまとめ，明確化することで，本市でひき

こもりの相談をしっかりと受け止めるメッセージを発信するとともに，市民にとって分かり

やすい支援の入り口を示す。 

 相談窓口では，電話，来所，家庭訪問等を通じて，当事者や家族に寄り添いながら，丁寧

な相談対応を実施し，ひきこもりの背景にある課題把握に努める。 

 

⑵ よりそい支援員（仮称）の設置 

 生活困窮者支援の枠組みを活用し，ひきこもりをはじめとする様々な困難を抱える世帯の

課題解決に向けて伴走型支援を行う「よりそい支援員（仮称）」を設置する。 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 

 



別紙

　　※　よりそい支援員（仮称）ほか，各機関と
　　　連携して支援

子ども・若者支援室

こころの健康増進センター

ひきこもり相談窓口

保健福祉センター

○ ３９歳まで

○ ４０歳以上

○ 全年齢

＜現在＞ ＜令和２年度以降＞

ひきこもり地域支援センター ひきこもり地域支援センター

窓口

支援の中心
つなぐ

※ 相談員，支援コーディネーター

保健福祉センター 関係機関

（ＮＰＯ等）

連携

関係機関

（ＮＰＯ等）

連携



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

 

事務事業名 多胎妊娠への支援の充実 

予  算  額 5,000 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 子ども若者未来部 子ども家庭支援課（７４６－７６２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

多胎妊娠される方への支援について，京都市では，母子健康手帳を交付する際に多胎妊娠

を把握し，妊婦健康診査受診券の交付とあわせて，保健師が妊娠中の生活上の注意点等につ

いて丁寧に説明するとともに，保健師等の専門職による妊娠期からの訪問支援や，出産後は

必要に応じてヘルパーを派遣する等の支援を行い，すべての妊婦の方が，安心して，出産で

きる環境づくりを図ってきた。 

多胎妊娠は，単胎妊娠よりも母体に負担がかかるため，妊娠中の母体管理がとりわけ重要

である。 

 

［事業概要］ 

 多胎妊娠について，妊婦健康診査を通常より多く受けられるよう，次のとおり，妊婦健康

診査受診券を追加で交付することで，安心して出産できる環境づくりを推進する。 

 

１ 対象者 

  市内に居住し，多胎妊娠をしている妊婦 

※ 令和２年４月１日以降に受診する妊婦健康診査が助成対象 

 

２ 対象内容 

 ・ 基本健診 （問診・診察，体重測定，血圧測定，尿検査，保健指導） 

 ・ 超音波検査（胎児の発育や羊水量，胎動などを確認） 

 

３ 追加交付数等 

 ・ 基本健診 ：１４回⇒２０回（６回追加）（助成額 ３，２４０円/回） 

 ・ 超音波検査： ４回⇒ ７回（３回追加）（助成額 ５，３００円/回） 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 多胎妊娠の場合に妊婦健康診査受診券追加交付を行っている政令指定都市は２０市中， 

２市（仙台市・浜松市）（令和２年１月末現在）。 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 新生児聴覚検査費用助成事業 

予  算  額 30,700 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 子ども若者未来部 子ども家庭支援課（７４６－７６２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 先天性難聴も含めた子どもの聴こえについては，聴覚障害による音声言語発達等への影響

を最小限に抑えるため，早期発見・早期療育が何よりも重要である。 

本市では，母子健康手帳の交付段階から新生児聴覚検査の必要性を説明したうえで，出産

後も乳幼児とのあらゆる接触機会で丁寧に状況を確認し，聴覚障害の疑いがあった際には，

保護者に寄り添う中で，専門の医療機関を案内する等の丁寧な取組を展開してきた。 

こうした取組の結果，新生児聴覚検査の受検率は９４．５％と全国平均よりも１０ポイン

ト以上高いものの，費用が高い，必要性を感じない等を理由として，約４％の新生児が受検

していないことが明らかとなった。 

 

［事業概要］ 

新生児聴覚検査の受検を通じて，すべての子どもたちが健全に成長できるよう，新たに，

検査費用の一部助成を行う。 

 

１ 対象者 

  京都市内に住民票を有する（予定を含む）新生児（被保護世帯を除く） 

 ※ 令和２年度は令和２年４月１日以降に出生した新生児が対象 

２ 対象検査 

 ・ ＡＡＢＲ・ＡＢＲ検査（睡眠下で刺激音を聴かせ，脳幹の電気的反応を観察） 

 ・ ＯＡＥ検査（内耳から外耳道へと放射される微弱な音信号への反応を観察） 

３ 助成額 

  以下の検査の初回検査費用の一部を助成 

 ・ ＡＡＢＲ・ＡＢＲ検査：４，０２０円／回 

 ・ ＯＡＥ検査     ：１，５００円／回 

４ その他 

  市内の産婦人科において上記いずれかの検査が受検可能 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 全政令指定都市のうち，新生児聴覚検査の検査費用への公費助成を実施している都市 

 １１都市（令和元年１２月現在） 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 養育里親の推進をはじめとした社会的養育推進事業 

予  算  額 61,844 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 子ども若者未来部 子ども家庭支援課（７４６－７６２５） 

子ども若者未来部 児童福祉センター（８０１－２１７１） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

子どもの養育は，特定の大人との愛着関係のもとで安心感，自己肯定感，信頼感をはぐく

み，人間関係や地域社会の中で社会性を養うことが重要である。 

 これまで本市においては，児童養護施設等の小規模化等を通じて家庭的な養育環境の整備

を推進しており，子どもの最善の利益はもちろん，社会全体で子どもをはぐくむ観点から，

更に取組を強化していく必要がある。 

［事業概要］ 

 特に支援が必要な子ども・若者たちを社会全体で支え，見守っていく社会の実現に向けて，

以下のとおり取り組む。 

１ きめ細かな支援を通じた養育里親の推進 

⑴ 市民に，家庭での養育が困難となった子どもを深い愛情をもって家庭で育てる養育里

親を身近な存在と感じていただき，担い手となっていただくよう，広く普及啓発を実施 

⑵ これまで児童養護施設等が養育里親への支援を実施していたことを踏まえ，新たに，

児童養護施設等がない地域に養育里親への支援拠点を設置 

⑶ 里親委託後のミスマッチを防ぐため，委託前から子どもと養育里親が交流等を行うた

めの支援を実施 

⑷ 里親手当の増額 
 現行  

 
⇒ 

増額後 

養育里親 
（１人目） ８６，０００円 ９０，０００円 
（２人目） ４３，０００円 ９０，０００円 

専門里親 
（１人目） １３７，０００円 １４１，０００円 
（２人目） ９４，０００円 １４１，０００円 

 

２ ショートステイ事業の拡充 

  出産や葬儀等で，家庭での養育が一時的に困難になった場合に，児童養護施設等で短期

間養育するショートステイ事業について，新たに子育て疲れ等，養育支援を位置付けると

ともに，地域偏在等を解消するため，児童養護施設等がない地域等に合計２箇所の実施拠

点を新規開設（うち１箇所は，上記１⑵の支援拠点を想定） 

 

３ 児童養護施設等に入所する児童処遇の向上 

⑴ より丁寧な支援が必要な子どもの受入れに当たっては，充実した職員配置が必要とな

ることから，受入状況に応じた加算を創設 

⑵ 児童養護施設等で居住するすべての子ども・若者が，進学や就職の希望を叶えること

ができるよう，新たに，２０歳を超えて施設等に居住しながら進学し，就職する場合の

自立支援費（約８万円／回）を支給 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 急増する警察からの通告への対応のための児童相談所の体制の強化  

予  算  額 24,700 千円 新規・充実・継続の別 新規 

担  当  課 子ども若者未来部 児童福祉センター（８０１－２１７１） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

児童虐待防止法施行以降，社会的な関心の高まり等を背景として，全国的に，児童虐待に

係る相談・通告件数は年々増加しており，本市においても，平成３０年度の相談・通告件数

は，前年度比４１２件となる過去最多の２，１２８件となった。 

こうした中，虐待から子どもの「いのち」を徹底的に守り抜くため，近年，通告件数が増

加している警察をはじめとした関係機関との速やかな連携はもちろんのこと，これまで以上

に円滑な情報共有，更には，児童の安全確認の迅速化を進めていくための体制整備が必要と

なっている。 

 

［事業概要］ 

新たに会計年度任用職員を６名配置し，警察をはじめとする関係機関との円滑な情報共有

や，連携強化を図るとともに，従来担当していた職員が訪問等による安全確認等の業務に専

念できるようにすることで，児童虐待への対応強化を図る。 

 

１ 配置場所 

  児童相談所及び第二児童相談所 

２ 業務内容 

  ここ数年，警察からの虐待通告が急増（平成３０年度は全体の約４３％）している中，

以下業務を専任で行う。 

・ 警察からの書面通告に対する初期調査※１（約２，３３０件／年（推計値）） 

・ いわゆる泣き声通告に係る児童の特定（約１６０件／年（推計値））及び特定した際

の保護者への初期支援※２ 

 

※１ 初期調査・・・児童が所属する機関（保育所，学校等）への通園（学）状況等の 

照会や，家庭環境の調査 

※２ 初期支援・・・リーフレット等を用いた児童虐待防止のための啓発や，子育て支 

援制度や相談窓口等の紹介 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

 



令和２年度 京都市予算案 事業概要 

                    子ども若者はぐくみ局 

事務事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業の充実 

予  算  額 2,899 千円 新規・充実・継続の別 充実 

担  当  課 子ども若者未来部 子ども家庭支援課（７４６－７６２５） 

［事業実施に至る経過・背景など］ 

 本市では，ひとり親が就業し，経済的に自立するとともに，子どもが心身ともに健やかに

成長できるよう，「京都市ひとり親家庭自立促進計画」に基づき，子育て・生活支援・経済

的支援など，総合的な支援を展開してきた。 

令和２年度以降は，今年度に策定予定の「京都市はぐくみプラン」に基づき，更に取組を

強化していく。 

 

［事業概要］ 

 今回，令和２年度当初予算案において示された国の制度改正等に伴い，ひとり親家庭に一

時的に家庭生活支援員を派遣し，生活援助や子育て支援を行う日常生活支援事業について，

以下のとおり拡充する。 

 

１ 補助単価の引上げ 

 ⑴ 生活援助（昼）１，５３０円／時間 → １，８６０円／時間（３３０円の増） 

       （夜）１，９１０円／時間 → ２，３２０円／時間（４１０円の増） 

 ⑵ 子育て支援（昼） ７４０円／時間 →   ９００円／時間（１６０円の増） 

        （夜） ９２０円／時間 → １，１２０円／時間（２００円の増） 

２ 対象世帯の拡大 

  小学生のいるひとり親家庭にも定期利用を可能とし，制度の利便性を向上 

＜定期利用の対象＞ 

従 前：未就学児を養育しているひとり親家庭 

拡充後：未就学児又は小学生を養育しているひとり親家庭 

 

［参 考（他都市の状況・事業効果など）］ 

ひとり親家庭等日常生活支援事業については，国制度に基づいた事業であり，本市を含む

１９の政令指定都市で実施されている。 

 


